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岩手県市町村合併支援プランによる支援実績についての調査結果 

  

平成 14年度に策定した「岩手県市町村合併支援プラン」による支援実績を調査したところ、

合併市町における地域の活性化と個性あるまちづくりを支援するというプランの趣旨に沿い、優

先的な事業採択により合併市町への重点的な支援が行われていることが分かりましたので、調査

結果をお知らせします。 

記 

１ 調査概要 

 （１）調査内容 

平成14年度から平成20年度（見込み）までに岩手県市町村合併支援プランに基づき実

施された全事業の総事業費 

（２）調査時期・調査対象 

   平成20年９月～10月 県の所管部局に対して調査を実施 

２ 調査結果（別紙参照） 

（１）合併市町（12市町）における支援事業実績 

① H17～20年度（大船渡市はH14～20年度）に支援プランに基づき合併市町を対象に実

施した支援事業実績は総額約1,796億円（うち国費と県費は1,412億円、78.6％）。   

② 合併市町１団体当たりの事業実績は平均約150億円（住民1人当たり約20万円）。 

最大は大船渡市の約340億円（住民１人当たり約81万円）。この額はH19年度大船渡

市標準財政規模の323％に相当。 

③ 支援事業のうち、事業費の大きな分野は、 

汚水処理施設の整備、農林水産業の振興、道路の整備、消防・防災・国土保全の推進。 

 事業費が発生しない支援事業も多数実施（合併シミュレーション、講演会や合併協議

会等への職員派遣、県事務の移譲、助言等）。 

（２）合併市町と非合併市町村の支援事業実績の比較 
    ※支援プランには、非合併市町村も対象とする事業が含まれること（上下水道、河川・ダム・砂防、情報通信、公立学校施設、農・林・漁港関連道の整備等）。 

① 合併市町に対する支援実績は総額1,796億円、非合併市町村に対する支援実績は595

億円。 

② 合併市町１団体当たりの事業実績は約150億円（住民１人当たり約20万円）、 

非合併市町村１団体当たりの事業実績は約26億円（住民１人当たり約13万円）。 

（３）支援事業の実施時期 

① 合併前の支援は、合併前年度に集中。国の主な支援は合併準備補助金及びアドバイザ

ー派遣、県の主な支援は地域活性化事業調整費及び合併協議会等への人的支援。 

② 合併後の支援は、合併直後に集中。規模の大きな事業を集中的に実施し早期の新市町

形成を支援。 

 

〔担当：地域振興部市町村課 行政・市町村合併担当（内線5230）〕 


